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1-1.新事業の仕組み

1．事業概要

• 登録家電等販売事業者様が対象家電等を販売する際、ゼロエミポイント相当分の即時値引
き対応を行っていただきます。

• 登録家電等販売事業者様よりゼロエミ事務局へ申請し、ポイント相当額を交付します。
※申請書や領収書などの証憑を事務局へ提出していただく必要があります。

③
ゼロエミ事務局

登録家電等販売事業者

東京都民

①②

④

①対象家電等の販売

②販売店での即時値引き

③共同申請 ※次ページ参照

④ポイント相当額の交付
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1．事業概要

購入

審査

承認

購入 共同申請

都民販売店

請求

販売店と都民とが規約に同意した上で申請

現事業 新事業

商品券発送・
受取

申請

審査 承認

都民

入金

▲¥25,000

販売店

販売店にて申請書類作成・申請

書類収集申請
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1-2．現事業と新事業との相違点

1．事業概要

新事業現事業

＜店舗での直接値引＞
登録家電等販売事業者の店舗が都民へ対象家電
等を販売した際にポイント相当額の即時値引き
を実施。登録家電等販売事業者が代表して申請

＜事後申請＞
対象家電等を購入後に都民が申請申請の流れ

ポイント相当額を交付商品券及びLED割引券を送付交付の流れ

登録家電等販売事業者(都民との共同申請)東京都民申請者

2024年10月1日以降2024年9月30日まで購入日

・買替え(⾧期使用家電(※1)からの買替えはポ
イント上乗せ＋調査費用(※2))
・新規購入(省エネ性能の高い家電(※3)の場合)

買替えのみ対象

エアコン、冷蔵庫、給湯器、LED照明器具
※LED照明器具は、1会計5台まで(※4)

エアコン、冷蔵庫、給湯器、LED照明器具
※LED照明器具は、1人1台まで対象製品

※1：6ページ参照 ※2：7ページ参照 ※3：21ページ参照 ※4：LED照明器具への買替えについてはすべて設置前写真が必要です
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1-2．現事業と新事業との相違点_補足

1．事業概要

• ⾧期使用家電とは...
当事業では、製造年から15年以上経過しているエアコン、冷蔵庫を指します。①銘板記載
の製造年が分かる写真と②製品を設置していたことが分かる全体写真をもって審査いたし
ます。

メーカー名

メーカー名
型番名

■エアコン型番 例

■冷蔵庫型番 例

型番名
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1-2．現事業と新事業との相違点_補足

1．事業概要

• ⾧期使用家電の調査費用とは...
店舗が買替前製品の現物を確認して、買替えの会計前に製造年から15年以上経過してい
るか調査をして、⾧期使用家電の買替えが事務局に承認された場合、調査費用を買替え
１台当たり5,000円支給します。
※調査：店舗が①銘板記載の製造年が分かる写真と②製品を設置していたことが分かる

全体写真を撮影した上で、現物確認すること。

③
都民の来店

調査・確認

イ）⾧期使用家電の写真を持参

事前見積り・交渉

申請

承認

調査費用支給

販売

ア）買替え前写真の持参無し

上記ア）イ）に対する事業者対応のお願い
※ア）店舗担当者にて写真撮影の上、⾧期使用家電である

ことの確認をお願いします。
※イ）店舗担当者にて写真の内容に相違が無いか実地確認

の上、持参された写真の使用をお願いします。
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2-1．制度全体の流れ

2．事業者登録

店舗登録

交付決定通知

審査

東京
都民

登録申請

事務局

事業者

請求事業者登録

全体の流れ

対象製品の購入登録事業者
の公表

値引・証憑類の確認 申請

決定通知

承認確認・請求

振込

ポイント相当額
の受領

交付申請

• 本施策においては、事前の事業者登録を必要としています。
• 登録後、店舗情報がゼロエミポイントのホームページで公表されます。
• 事業者登録、交付申請、請求については次ページ以降でご案内いたします。

承認統括登録

＜事業者登録～請求までのフロー図＞
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2-2．登録事業者の概要

2．事業者登録

統括責任者

単体店舗複数店舗

統括責任者

○×店
店舗担当者

△■店
店舗担当者

請
求
機
能

申
請
機
能

登録事業者においては、「申請」と「請求」の対応をお願いしております。
統括責任者とは、請求と申請内容に責任を持つ方となります。
複数店舗を運営している事業者においては、機能を分けて対応できる仕組みを用意します。
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2-2．登録事業者の概要

2．事業者登録

事業者登録の
申請方法

交付申請の
申請方法

請求方法
支払タイミング
(審査完了後)

翌月末払いWEB上で月次請求WEBWEB1

翌月末払いWEB上で月次請求郵送WEB2

支払時期は調整中交付申請毎郵送WEB3

支払時期は調整中交付申請毎郵送郵送4

 事業者登録～請求までの流れを4パターンで用意しています。
交付申請毎に変更することができないため、店舗オペレーションに合わせて、どのパ
ターンで対応されるかご検討ください。事業者登録の申請時に選択をお願いいたします。

事業者登録については、店舗にて申請の進捗状況などが確認できるWEB方式を推奨します
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店舗登録

2-3．事業者登録申請の流れ

2．事業者登録

承認申請

• ①WEB申請の場合には、
メールにて通知を送付いた
します。ポータルサイトか
らも決定通知書を確認でき
るようにいたします。

• ②郵送申請の場合は、事業
者登録決定通知書を郵送に
て送付いたします。

承認決定通知

• ポータルサイトから事業者が
運営している販売店舗を登録
できるようになります。

• HPにも掲載、公表します。

①WEB登録事業者

• ゼロエミポイント事務局HPよ
り事業者登録をお願いします。

①WEB申請

• 事業者登録の申請については、①WEBと②郵送を用意しています。
• 交付申請後の対応を考慮し、①WEBでの申請を推奨させていただきます。

＜事業者登録のフロー図＞

②郵送申請

• WEB上で登録ができない事業
者には、郵送登録用の申請書
を送付いたします。

• 郵送申請時に同封いただいた
店舗一覧を元に事務局にて登
録いたします。

• HPにも掲載、公表します。

②郵送登録事業者

複数店舗の場合のみ
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2-4．事業者登録の申請方法

2．事業者登録

HPにアクセス

コールセンター
：0120-083-255

現事業のLED割引券取扱店の場合は、データを
反映させています。別途通知書類をお送りします。

コールセンターへ連絡

WEB対応ができない場合
は、コールセンターから申
請書を郵送いたします。

必要項目の入力(記入)
登録完了の通知は、メールに
てご案内いたします。

東京都環境局又は東京都環境公社
の事業に参画しており、その旨が
公開されている事業者であれば、
確認書類(謄本等)の提出は不要

申請完了

申請書類の郵送

• 事業者情報
• 交付の振込口座情報(次ページ・添付①)
• 事業者の存在確認書類(次ページ・添付②)

(謄本など)

WEB申請

郵送申請

申請情報入力

事業者登録の申請まで

事業者登録用のページへ。

到着確認ができる方法で郵送
ください。完了通知は、郵送
にて対応いたします。

登録方法は、WEB申請と郵送申請を用意していますが、原則、WEB申請をお願いします。
登録されていない事業者からの交付申請は受付することができませんので注意ください。
なお、事業者1社に対して、登録できる口座は1つのみです。

事業者情報一覧(一部抜粋)
・事業者名 ・代表者氏名 ・事業者所在地
・統括責任者の氏名 ・連絡先 ・メールアドレス
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2-4．事業者登録申請時の必要書類

2．事業者登録

備考書類名

• 郵送申請を希望した事業者のみ提出してください。
• WEB申請の場合は、ポータルに沿って入力してください。事業者登録申請書必須①

通帳のコピー等、ポイント相当額の振込先が分かる資料を提出してください。
1. 金融機関名(金融機関コード)
2. 支店名(支店コード)
3. 預金種別
4. 口座番号
5. 口座名義人(カタカナ記載部分)

口座情報が
確認できる資料添付①

• 法人登記をしている事業者は最新の情報がわかる書類を提出すること。
• 個人事業主は、事業を開業したことが分かる書類を提出すること。登記事項証明書

添付②

※右記のうち1点 • 最新の決算書を添付すること
• 個人事業主の方は、税務署の受領印がある確定申告書を提出すること。決算書

登録時に必要な書類は下記の通りです。
添付②については、対象家電等販売店としての活動を確認するための証憑としています。
そのため、現行の東京ゼロエミポイント事業のLED割引券取扱店は、提出不要です。

東京都環境局又は東京都環境公社の事業に参画しており、事業者情報が公開されている事
業者は、添付②の提出は不要です。（対象家電等販売店としての活動が確認できる場合）
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2-5．店舗登録

2．事業者登録

公開情報WEB申請郵送申請必要情報

公表●●店舗名

公表●●店舗名_カナ

-●●店舗担当者_氏名

-●●店舗担当者_氏名カナ

-●●店舗担当者_連絡先

-●-店舗メールアドレス

公表●●店舗郵便番号

公表●●店舗住所

※●：必須、-：不要

WEB申請については、事業者登録が完了した後に登録できるようになります。郵送申請の場
合は、申請時に店舗一覧をご提出ください。登録後は、都度、事務局へご連絡ください。
登録された店舗情報は、都民が確認できるよう当事業のHPで公開します。
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3-1．交付申請

3．交付申請

販売後・申請対応販売時

• WEB申請は、翌営業日には
審査が開始します。

• 郵送申請は、到着確認後、
データ整備等に時間が掛か
るためと審査開始まで1週
間以上お待ちいただくこと
があります。

申請完了

• ポータルサイトから申請項目を
入力

• 証憑類は画像をデータとして取
り込み添付

※都民の自筆同意書も必要。
※鮮明な画像を添付してください。

①WEB申請

②郵送申請

• 本人確認証のコピー
• 領収書

└値引額の記載等
• ⾧期使用家電の銘板写真、買

替え前の全体写真
• LED照明器具の買替え前写真

申請書類の確認

• 申請書の記入
※都民の同意欄があります。
※領収書1枚に対して1申請

• 申請書は事前配布します。
• 事業者登録を郵送で行った場

合は②の郵送交付申請のみ

交付申請においては、①WEB申請と②郵送申請の2つの申請方法を用意いたします。事業者登
録時に申請方法を選択していただき、継続して同じ申請方法のみとなります。
郵送申請の場合は、事前に申請番号が記載された申請書を用意いたします。

＜交付申請に関するフロー図＞



－16－

3．交付申請

＜エアコン、冷蔵庫、LED照明器具の交付申請時に必要な証憑イメージ画像＞
⾧期使用家電の買替え買替え

①申請書 ②領収書

新規購入

⑥⑦LED、⾧期使用家電の証憑

①申請書 ※WEBの場合は、入力＋同意書を添付

②領収書

③本人確認証

④納品書 ※領収書で納品場所の確認ができる場合は、

提出不要

⑥買替前写真(⾧期使用家電/LED照明)(※1)

⑦⾧期使用家電の銘板写真

↑買替前の製品・銘板写真が必要です。
都民が撮影して店舗に持参又は
店舗が現物確認して撮影してください。

⑤リサイクル券

※領収書でリサイクルの事実の確
認ができる場合は、提出不要

※1：LED照明器具への買替えについては、取替設置費の有無に関わらず設置前写真が必要です

③本人確認証 ④⑤納品書・リサイクル券
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3．交付申請

＜給湯器の交付申請時に必要な証憑イメージ画像＞
買替えのみ

①申請書 ※WEBの場合は、入力＋同意書を添付

②領収書

③本人確認証

④対象製品証明書

①申請書 ②領収書 ③本人確認証 ④対象製品証明書
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交付

4-1．請求

4．請求

請求承認

• 期日に指定の口座へポイン
ト相当額を振込いたします。

交付

• ポータルサイトから「請求」
ボタンを押して、事務局へ承
認済みの申請についての交付
額を請求していただきます。

②交付申請毎に請求

• ポータルサイトから承認された
申請番号が確認できます。

WEB登録事業者

• 交付申請毎に請求書を同封し
ていただくため、改めて請求
していただく必要はありませ
ん。

申請とは別に交付額を請求していただく必要があります。
請求方法は、①WEBポータルを利用できる事業者様(②に該当する事業者様を除く)と②交付
申請毎に請求書を送付する事業者様とで異なります。

＜交付申請後のフロー図＞

郵送登録事業者

• 承認後、事務局より承認通知
を送らせていただきます。

①WEBポータルの利用
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5-1．対象製品

5．対象製品とポイント

事務局HPで公表する基準を達成している「エアコン」「冷蔵庫」「給湯器」「LED照明器具」
が対象になります。基準が達成していると思われるが、HP上で公表されていない製品について
は、申請前に東京ゼロエミポイント事務局へご連絡ください。

 エアコン
統一省エネラベルの多段階評価による基準。
業務用エアコンは本事業の対象外となります。

 冷蔵庫
省エネ基準達成率（目標年度2021年度）による基準。
業務用冷蔵庫、「冷凍」機能のみの「（専用）冷凍庫」、は対象外となります。

 LED照明器具
LED以外の照明器具（白熱電球等を使用した照明器具）からLED照明器具へ切り替えるこ
とが対象となります。
なお、工事事業者等、有償での取替作業費が発生している場合は、ポイントが上がります。
LED電球のみ、電球別売りは対象外となります。
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5-1．対象製品

5．対象製品とポイント

 給湯器
本事業で対象となる給湯器は４種類あり、一律同額となっています。なお、以下の基準を
満たしている製品です。
①エコキュート（ヒートポンプ給湯器）

JIS C9220に基づく年間給湯保温効率又は年間給湯効率が3.0以上
寒冷地仕様の場合は上記の効率が2.7以上

②エコジョーズ（潜熱回収型ガス給湯器）
給湯暖房器の場合は、給湯部熱効率が94%以上
給湯単能器ふろ給湯器の場合は、モード熱効率が83.7％以上

③エコフィール（潜熱回収型石油給湯器）
油だき温水ボイラーの場合は、連続給湯効率が94%以上
石油給湯機（直圧式）の場合は、モード熱効率が81.3％以上
石油給湯機（貯湯式）の場合は、モード熱効率が74.6％以上

④ハイブリッド給湯器（電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯器）
熱源設備は電気式ヒートポンプとガス補助熱源機を併用するシステムで貯湯タンクを
持ち、年間給湯効率（JGKAS A705）が102％以上
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5-2．対象製品の要件㇐覧

5．対象製品とポイント

対象製品要件購入方法項目

以下の2点を満たしていること
1. 省エネルギー性能の多段階評価点が2.0以上である（APFが5.8以上である）こと
2. 目標年度が2027年度又は2029年度であること

通常の買替え

エアコン
以下の2点を満たしていること

1. 省エネルギー性能の多段階評価点が2.0以上である（APFが5.8以上である）こと
2. 目標年度が2027年度又は2029年度であること

⾧期使用家電
からの買替え

以下の2点を満たしていること
1. 省エネルギー性能の多段階評価点が3.0以上である（APFが6.6以上である）こと
2. 目標年度が2027年度又は2029年度であること

省エネ性能の高い
家電の新規購入

省エネルギー基準（目標年度2021年度）達成率100%以上であること通常の買替え

冷蔵庫 省エネルギー基準（目標年度2021年度）達成率100%以上であること⾧期使用家電
からの買替え

省エネルギー基準（目標年度2021年度）達成率105%以上であること省エネ性能の高い
家電の新規購入

以下のいずれかの種類に該当すること
1. エコキュート（ヒートポンプ給湯器）
2. エコジョーズ（潜熱回収型ガス給湯器）
3. エコフィール（潜熱回収型石油給湯器）
4. ハイブリッド給湯器（電気ヒートポンプ・ガス瞬間式併用型給湯器）

ただし、従来品や一定の性能基準値（現行の基準値と同様）に満たない製品は対象外

通常の買替え給湯器

「住宅の屋内に固定して使用する」LED照明器具であること通常の買替えLED
照明器具
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5-3．ポイント数㇐覧

5．対象製品とポイント

ポイント数製品

10,000エアコン
★3.0以上

5,000
冷蔵庫

省エネ基準達成率
105%以上

ポイント数区分製品

9,0002.4kW未満

エアコン
★2.0～2.9以下 10,0002.4kＷ～3.6kW未満

23,0003.6kＷ以上

15,0002.4kW未満

エアコン
★3.0以上 18,0002.4kＷ～3.6kW未満

23,0003.6kＷ以上

14,000251ℓ未満
冷蔵庫

省エネ基準達成率
100%以上

16,000251ℓ～501ℓ未満

26,000501ℓ以上

12,000高効率給湯器給湯器

4,000購入のみ
LED照明器具

6,000取替作業費が発生

【新規家電購入の場合】 【通常買替の場合】 【⾧期使用家電からの買替の場合】

対象製品毎のポイント数については、下記の通りです。

ポイント数区分製品

20,0002.4kW未満

エアコン
★2.0～2.9以下 30,0002.4kＷ～3.6kW未満

40,0003.6kＷ以上

50,0002.4kW未満

エアコン
★3.0以上 60,0002.4kＷ～3.6kW未満

70,0003.6kＷ以上

14,000251ℓ未満
冷蔵庫

省エネ基準達成率
100～104％以下

25,000251ℓ～501ℓ未満

40,000501ℓ以上

20,000101ℓ～251ℓ未満
冷蔵庫

省エネ基準達成率
105%以上

40,000251ℓ～501ℓ未満

80,000501ℓ以上
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6．今後のスケジュール

2024年

12月11月10月9月8月7月6月

全体

説明会

事業者

HP開設・制度概要の公表

事業者の公表

準備・開発フェーズ 運営フェーズ

都民、事業者向けコールセンター立ち上げ

事業者登録 開始

一次説明会

ポータルサイト・リリース

二次説明会

事業者専用コールセンター立ち上げ

交付申請 開始

「交付申請や請求」についての事業者向け説明会を8月以降に開催予定です。
改めてHP等でご案内しますので、ぜひご参加ください。

申請書類の発送(郵送申請用)


